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 27 ⽇午後、⽶軍普天間基地所属の⼤型ヘリ CH53Ｅの窓が沖縄県東海岸沖に落下したこ

とが 29 ⽇に明らかになりました。 

 このヘリは、2017 年 10 ⽉に沖縄県東村⾼江の⺠有地に不時着して炎上し、同年 12 ⽉に

は宜野湾市の普天間第⼆⼩学校校庭に 7・7 キロの窓枠を落下させたヘリと同型機です。 

 ⽶軍の度重なる暴挙に強く抗議し、直ちにヘリ全機の⾶⾏を停⽌し総点検を求めるとと

もに、学校、保育園、住宅地などの上空での⾶⾏をやめるよう要求します。 

 また、今回の事故に関して、沖縄県が求めている「速やかな連絡」が県に対して⾏なわ

れなかったことも重⼤であり、抗議します。 

 いかなる事情があろうとも、住⺠や⼦どもたちの安全を脅かす可能性のある軍⽤機を⾶

⾏させることは許されません。 

 この背景には、⽶軍事故の現場に⽇本の捜査機関が⽴ち⼊って捜査・差し押さえを⾏な

うことができない、⽇⽶地位協定にかかわる⽇⽶合意があります。その結果、事故原因は

究明されないまま⾶⾏し、事故を繰り返しているのです。すでに明らかにされているよう

に、⽇本と同様に⽶軍が駐留しているドイツやイタリアでは、受け⼊れ国の捜査権が⾏使

されています。 

 このような事故を根絶するため、⽇⽶地位協定の抜本改定をあらためて求めます。 
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